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清水康之（しみず・やすゆき）

▼ＮＰＯ法人 自殺対策支援センター ライフリンク 代表

▼厚労相指定法人・一社 いのち支える自殺対策推進センター 代表理事

▼一般社団法人 自殺対策全国民間ネットワーク 代表

▼超党派「自殺対策を推進する議員の会」アドバイザー

▼元ＮＨＫ報道ディレクター

主に「クローズアップ現代」などを担当。自死遺児たちの取材をきっかけに、自
殺対策の重要性を認識。2004年にNHKを退職し、ライフリンクを設立。

以降、自殺対策の法制化や自殺対策の地域モデル作り、自殺の実態調査（自
殺で亡くなった523人に関する聞き取り調査）や自殺対策のためのSNS相談等
に関わる。

▼誰も自殺に追い込まれることのない「生き心地の良い社会」の実現を目指して、
それに必要なことは何でもするという決意で取り組んでいる。
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1．「孤独・孤立対策の重点計画」に関連する要望

2．自殺の動向（R3年の月別推移等）

3．自殺対策における喫緊の課題

・児童生徒の自殺対策（実態把握を含めて）

・自殺報道の影響による自殺増加への対策
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（ウェルテル効果）



「孤独・孤立対策の重点計画」に関連する要望

４．孤独・孤立対策の施策の推進

〇関係府省及びNPO等が連携して幅広い具体的な取組を総合的に実施。関係府

省において事業の使いやすさの改善に努め、事業展開にさらなる検討を加えてい
く。

特に、孤独・孤立対策に取り組むNPO等の活動への支援については、当面、令和
3年3月の緊急支援策で実施した規模・内容について、強化・拡充等を検討しつつ、
各年度継続的に支援。
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１）この意味は「NPO等全般に対して支援を継続的に行う」ということであり、「事業の担い
手として選ばれたNPO等に対して複数年度の支援を行う」ということではないように読める。
事業の担い手として選ばれたNPO等には、少なくとも「3年度単位」で継続的な支援を行っ

て欲しい。そうでないと、短期的な計画しか立てられず、相談員を安定的に確保・雇用・育
成することができなくなり、相談機関の受皿強化につながらない。（←本来であれば国の仕
事をNPO等に担ってもらうのであるから、NPO等が活動しやすい基盤を整えて欲しい。）

２）事業の担い手として選ばれたNPO等には、事業費の３～５％を管理費として使えるよう
にして欲しい。そうでないと、事業を完了したあと、NPO等にはお金が一切残らない。

※自治体の中には上記をいずれも行っているところがある。
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7

児童生徒の自殺者数（過去5年平均との差分）

2020年（確定値） 2021年（暫定値）

Copyright ©2022 JSCP. All rights reserved.

資料： 警察庁「自殺統計」より いのち支える自殺対策推進センター作成

※自殺対策の観点から、自殺者の「発見日」「発見地」ではなく、自殺者の「自殺日」「居住地」を基に集計を行った。また、過去5年平均は2015年から2019年の平均とした。
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児童生徒の自殺者数（過去5年平均との差分の内訳）

2020年（確定値） 2021年（暫定値）

Copyright ©2022 JSCP. All rights reserved.

資料： 警察庁「自殺統計」より いのち支える自殺対策推進センター作成

※自殺対策の観点から、自殺者の「発見日」「発見地」ではなく、自殺者の「自殺日」「居住地」を基に集計を行った。また、過去5年平均は2015年から2019年の平均とした。



ID 都道府県 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 総計 平時とコロナ禍の差分年次推移（自殺死亡率）

06 山形県 0.0 0.0 0.0 6.0 0.0 6.4 0.0 0.0 0.0 0.0 6.9 43.2 7.5 5.0 20.7

33 岡山県 7.4 3.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.7 11.3 3.9 16.0 12.5 4.3 9.9

41 佐賀県 7.7 0.0 7.8 0.0 0.0 8.0 8.1 0.0 8.3 0.0 8.7 9.0 18.4 5.7 8.0

11 埼玉県 9.7 5.9 5.9 4.7 8.2 4.6 4.6 4.7 7.0 13.0 9.6 11.1 20.2 8.3 7.3

07 福島県 3.2 3.3 10.3 3.5 0.0 3.7 11.3 7.7 3.9 8.0 0.0 8.5 17.9 6.1 7.0

13 東京都 7.7 5.0 3.8 6.9 3.8 4.3 4.3 5.5 5.0 6.3 7.0 13.6 13.8 6.6 7.0

18 福井県 0.0 8.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.8 0.0 0.0 0.0 9.6 9.7 2.7 6.9

08 茨城県 5.0 10.1 2.5 5.1 2.6 2.6 10.3 2.6 0.0 7.9 2.7 5.5 20.0 5.8 6.8

04 宮城県 3.1 6.3 6.4 0.0 0.0 0.0 3.3 13.2 0.0 16.9 3.4 14.2 11.0 5.9 6.7

19 山梨県 7.7 15.3 7.7 22.9 0.0 0.0 0.0 8.4 0.0 0.0 18.0 27.7 0.0 8.3 5.8

34 広島県 2.7 5.3 2.7 5.4 5.4 2.7 0.0 0.0 8.3 2.8 5.7 5.8 14.8 4.7 5.6

01 北海道 6.9 5.6 4.3 2.9 4.4 6.0 3.1 3.1 3.2 3.2 8.1 10.1 12.2 5.5 5.6

35 山口県 0.0 0.0 0.0 5.5 5.6 5.6 5.7 0.0 5.7 5.9 0.0 0.0 19.5 4.0 5.6

03 岩手県 10.1 5.1 0.0 5.4 0.0 0.0 5.7 11.6 0.0 0.0 0.0 13.0 6.7 4.4 5.5

27 大阪府 2.8 1.8 4.5 1.7 0.9 2.5 4.2 1.7 3.5 3.5 1.8 9.4 7.7 3.5 5.1

47 沖縄県 0.0 0.0 4.2 0.0 0.0 8.6 0.0 0.0 0.0 0.0 4.5 4.6 9.3 2.3 4.6

12 千葉県 8.4 8.2 4.1 4.0 5.4 8.0 4.0 2.7 4.0 8.1 9.6 11.2 11.5 6.8 4.5

40 福岡県 4.5 6.0 4.5 4.5 4.5 7.5 3.0 9.1 4.6 1.5 0.0 9.5 9.7 5.3 4.3

31 鳥取県 0.0 0.0 0.0 12.1 0.0 0.0 0.0 13.2 0.0 0.0 0.0 0.0 14.0 3.0 4.0

0 全国 5.0 4.2 5.6 5.5 3.9 3.9 5.0 4.7 4.5 6.1 5.1 9.2 9.6 5.5 3.9
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都道府県別「女子高生」の自殺死亡率

Copyright ©2022 JSCP. All rights reserved.

資料： 警察庁「自殺統計」及び文部科学省「学校基本調査」より いのち支える自殺対策推進センター作成

（2021年分は暫定値）

※自殺対策の観点から、自殺者の「発見日」「発見地」ではなく、自殺者の「自殺日」「居住地」を基に集計を行った。また、過去5年平均は2015年から2019年の平均とした。

平時（2015-2019）とコロナ禍（2020-2021）の差分
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都道府県別「女子高生」の自殺死亡率

Copyright ©2022 JSCP. All rights reserved.
（2021年分は暫定値）

資料： 警察庁「自殺統計」及び文部科学省「学校基本調査」より いのち支える自殺対策推進センター作成

0 全国 5.0 4.2 5.6 5.5 3.9 3.9 5.0 4.7 4.5 6.1 5.1 9.2 9.6 5.5 3.9

37 香川県 7.7 7.6 0.0 0.0 0.0 7.6 0.0 7.4 7.5 0.0 0.0 7.9 8.1 4.1 3.9

38 愛媛県 0.0 0.0 16.6 5.6 0.0 16.8 11.3 0.0 0.0 12.1 0.0 12.7 6.5 6.2 3.4

05 秋田県 0.0 0.0 20.7 21.0 0.0 0.0 15.3 0.0 0.0 0.0 0.0 18.2 0.0 5.9 3.3

09 栃木県 3.8 3.7 3.7 3.7 0.0 3.8 7.6 3.8 3.8 7.7 7.8 8.1 8.3 5.0 3.2

02 青森県 0.0 0.0 0.0 5.1 10.4 0.0 5.4 0.0 0.0 0.0 12.2 6.4 6.6 3.4 3.1

28 兵庫県 9.9 2.8 4.2 8.3 2.8 5.5 6.8 0.0 1.4 2.9 10.3 6.0 10.9 5.5 3.0

22 静岡県 2.0 4.0 14.0 6.0 2.0 2.0 0.0 8.2 6.2 12.5 6.4 8.7 9.0 6.2 2.7

42 長崎県 9.0 4.5 0.0 9.5 4.9 0.0 15.0 10.2 5.2 5.4 0.0 17.2 0.0 6.2 2.5

14 神奈川県 6.4 4.1 7.1 5.0 7.0 0.0 6.8 4.8 7.7 2.9 3.0 8.1 7.2 5.4 2.3

21 岐阜県 7.1 3.5 10.6 7.0 7.1 3.6 3.6 3.6 3.6 7.3 0.0 11.6 4.0 5.6 2.3

45 宮崎県 0.0 0.0 0.0 5.9 6.0 0.0 0.0 6.3 6.3 6.5 19.9 6.9 7.0 4.8 2.1

25 滋賀県 5.4 0.0 5.3 10.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 5.3 5.4 5.6 3.7 1.9

23 愛知県 3.2 4.2 10.4 12.3 7.1 4.0 5.0 7.0 8.1 5.1 4.2 11.6 5.4 6.7 1.8

15 新潟県 6.1 3.1 9.4 9.6 9.8 6.6 3.4 3.4 10.5 3.6 3.7 3.8 11.9 6.5 1.3

29 奈良県 0.0 0.0 5.4 0.0 0.0 5.4 0.0 11.0 0.0 22.8 17.4 6.1 6.3 5.6 0.6

16 富山県 7.1 0.0 0.0 0.0 0.0 7.0 21.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.8 3.3 0.6

46 鹿児島県 0.0 3.7 7.7 3.9 0.0 0.0 4.2 8.4 12.8 0.0 4.4 9.1 0.0 4.1 0.5

44 大分県 0.0 0.0 6.0 0.0 0.0 6.0 12.3 6.2 6.3 0.0 0.0 0.0 6.9 3.3 0.1

17 石川県 6.3 6.3 6.3 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0 6.4 6.5 0.0 6.8 3.4 0.0

43 熊本県 3.8 3.9 0.0 4.0 20.3 4.1 0.0 8.3 0.0 8.5 0.0 4.5 4.6 4.8 -0.2

10 群馬県 0.0 3.8 0.0 0.0 3.8 7.6 0.0 11.5 11.5 3.9 8.0 4.1 4.3 4.5 -0.3

24 三重県 4.0 4.0 4.0 4.0 0.0 4.0 12.1 8.1 4.1 8.4 0.0 8.8 0.0 4.7 -0.3

26 京都府 8.5 0.0 2.8 2.8 0.0 2.8 5.5 2.7 2.8 5.6 2.9 2.9 3.0 3.3 -0.3

32 島根県 0.0 10.0 20.2 0.0 0.0 0.0 21.8 0.0 0.0 22.6 11.6 0.0 12.1 7.5 -1.6

36 徳島県 0.0 0.0 9.7 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 -1.6

30 和歌山県 6.9 13.8 0.0 6.9 7.1 0.0 7.2 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 0.0 4.0 -4.0

20 長野県 0.0 3.3 10.1 23.5 6.9 3.5 13.9 7.0 10.6 21.5 7.3 0.0 3.9 8.6 -6.7

39 高知県 0.0 9.5 38.9 10.0 10.2 0.0 10.4 10.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.2 -7.2



メディア関係者への呼びかけ
厚労省と連名で通常「数時間以内」に
対応（遅くとも即日対応）

計82社、242媒体
◆新聞、通信社：15社
全国紙：6社
通信社：2社
その他地方紙（中日新聞など）：7社
◆スポーツ紙（※Twitterの直接のメンション）：7社
◆テレビ：20社（68番組）
キー局：6社
地方（MXも）：14社
◆雑誌（週刊誌など）：2社
◆Web：36社
メール配信：7社
直接メール、問い合わせフォーム：24社（重複除く）
Twitterメンション：5社（重複除く）
◆フリー：2社

メディア関係者・SNS事業者等を
対象にしたオンライン勉強会を開催
100名超の現役記者・ディレクター・
デスク等が参加
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「ホエール報道プラットフォーム」は、刻々
と変化するインターネット上の情報や各種
統計などを用い、自殺や自殺報道に関する
SNSトレンドと、それを踏まえた将来の自殺

リスク予測などをリアルタイムで更新してい
く、世界的にも珍しいAIポータルサイト。

厚生労働大臣指定法人・一般社団法人い
のち支える自殺対策推進センター（JSCP）

が、メディア関係者を対象に（限定して）公
開している。メディア関係者が、自殺もしく
は自殺対策に関する報道を企画・実行する
際、その支えとなる情報を提供することが
目的。

自殺は、様々な背景要因が絡み合って起
こる。世界の大海原を泳ぐ鯨＝ホエールの
ように、大きな口を開けてインターネット上
のあらゆる種類の膨大な情報をかきこみ、
重要な情報を漉しとって、リスクがある時に
は、高く潮を吹いて周囲に知らせたいと、ホ
エールと名付けた。

現在、地方自治体の自殺対策担当職員
向けのプラットフォームを構築中。

https://jscp-whale.jp/#/

